
      

物
価
高
が
暮
ら
し
を
直
撃
し
て
い
ま
す
。
東
京
新
聞
（
22
年

12
月
６
日
）
は
「
本
年
度
（
22
年
度
）
９
・
６
万
円
、
来
年
度

４
万
円
。
物
価
高
で
負
担
増 

家
計
苦
続
く
」
と
紹
介
し
ま
し
た
。 

物
価
高
の
原
因
の
半
分
は
政
府
・
日
銀
の
円
安
政
策
に
あ
り
ま
す
。

こ
の
政
策
に
よ
り
大
企
業
等
は
大
儲
け
、
勤
労
国
民
は
生
活
苦
で

呻
吟
し
て
い
ま
す
。 

他
方
、
企
業
の
内
部
留
保
は
、
21
年
度
は
６
・
６
％
増
の
５
１

６
兆
５
千
億
円
、
勤
労
国
民
数
６
千
万
人
と
す
れ
ば
一
人
当
た
り

８
６
１
万
円
を
内
部
留
保
へ
拠
出
し
て
い
る
計
算
に
な
り
ま
す
。 

 

さ
て
、
春
闘
が
間
近
に
迫
っ
て
い
ま
す
。
物
価
高
対
応
・
生
活

改
善
の
春
闘
に
し
た
い
も
の
で
す
。
昨
年
の
賃
上
げ
は
２
％
程
で

し
た
。
加
え
て
、
日
本
の
実
質
賃
金
は
１
９
９
８
年
以
降
低
下 

   

     

を
続
け
て
い
ま
す
。
ま
た
、
正
規
と
非
正
規
の
賃
金
差
別
や
男
女

格
差
も
た
だ
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。
激
増
し
て
い
る
フ
リ
ー
ラ
ン

ス
（
約
５
０
０
万
人
～
１
６
０
０
万
人
）
へ
の
連
帯
（
労
働
条
件

改
善
、
消
費
税
・
イ
ン
ボ
イ
ス
導
入
反
対
）
も
必
要
な
情
勢
で
す
。 

 

さ
て
、
異
次
元
の
大
軍
拡
路
線
が
計
画
さ
れ
て
い
ま
す
。
自
公

政
権
や
維
新
は
防
衛
費
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
２
％
（
11
兆
円
）
を
目
指
し
て

い
ま
す
。
憲
法
違
反
の
軍
備
増
強
路
線
が
一
番
の
大
問
題
で
す
が
、

そ
の
財
源
と
言
わ
れ
る
国
債
、
剰
余
金
、
所
得
税
、
法
人
税
、
た

ば
こ
税
等
を
含
め
、
税
は
本
来
的
に
勤
労
国
民
の
生
活
と
社
会
保

障
充
実
の
た
め
に
使
う
べ
き
も
の
で
す
。 

 

春
に
は
統
一
地
方
選
が
あ
り
ま
す
。
自
公
政
権
と
維
新
を
徹
底

的
に
批
判
し
、
か
つ
勤
労
国
民
の
た
め
の
政
治
を
実
現
す
る
闘
い

を
職
場
で
、
地
域
で
、
展
開
し
合
い
ま
し
ょ
う
。 

   

し
ん
ぎ
ん 


